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１．「対象施策名」の位置付け（関係施策等を踏まえた俯瞰図・位置付け）
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＜社会課題＞
〇花粉症の有病率は、年々上昇し、令和元年時点で40％を超える。花粉症は、多くの国民を
悩ませ続けている社会課題であり、いわば、国民病ともいえる状況である。

○花粉症を含むアレルギー性鼻炎に係る医療費は、保険診療で令和元年度（2019年度）
時点において約3,600億円（診察等の医療費約1,900億円、内服薬約1,700億円）、
市販薬で令和４年（2022年）時点において約400億円と推計されている。

〇さらに、花粉症による労働力低下等による経済損失は、一説には１日あたり2,340億円とも
指摘されている。

〇現在、環境省が行っている花粉飛散観測技術であるダーラム法は目視で観測を行うため、花
粉の種類を正確に判別できる利点がある一方、判別に技術と時間を要するため、人的負担
が大きく、観測範囲が限定的であり、リアルタイム性についても限界がある。

○BRIGEでは、こうした課題を解消する新たな花粉観測技術を研究・開発することで、観測範
囲を拡大し、情報更新の頻度増加を目指す。また、国民が花粉症予防行動をより積極的に
行う事に繋がるための情報発信手法等について検討を行う。

＜関係施策と位置づけ＞
〇政府では、2023年４月か
ら官房長官を議長とする
「花粉症に関する関係閣
僚会議」を開催。同年５
月に、今後10年を視野に
入れた施策を含めた「花粉
症対策の全体像」を決定
（閣議決定）。

○環境省は、この花粉症対
策の全体像の中で、飛散
対策として花粉飛散量の
実測データの提供、画像
解析を活用した花粉飛散
量の測定や、発症・曝露
対策として、花粉症予防
行動の周知等を担っている。

出典）日本耳鼻咽喉科学会会報123；485-490，2020から許可を得て改変
花粉症の有病率

花粉症対策の全体像（概要）
発
生
源

対
策

●スギ人工林の伐採・植替え等の加速化 ●スギ林需要の拡大
●花粉の少ない苗木の生産拡大 ●林業の生産性の向上及び労働力の確保

飛
散
対
策

●スギ花粉飛散量の予測
 精緻化されたデータを民間事業者に提供すること等により、民間事業者が実施する予測の精度向上を支援
・スギ雄花花芽調査の強化（34都府県→全国に拡大、調査地点数の倍増）等【環境省・林野庁】
・航空レーザー計測によるスギ人工林の分布、森林地形等の情報の高度化、それらのデータの公開の推進【林野庁】
・スーパーコンピューターやAIを活用した、花粉飛散予測に特化した詳細な三次元の気象情報の提供【気象庁】
・花粉飛散量の実測データの提供、画像解析を活用した花粉飛散量の測定手法の開発【環境省】
・花粉飛散量の標準的な表示ランクの設定・周知【環境省】

花粉症対策の全体像（https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kafun/pdf/230530_gaiyou.pdf）から環境省作成

発
症
・
曝
露
対
策

●花粉症の治療•診療ガイドライン改訂や対症療法等の医療
・相談体制の整備を推進【厚生労働省】
・アレルゲン免疫療法（舌下免疫療法等）の開始時期等について、医療機関等における適切な情報提供や集中的な広報を実施【厚生労働省】
－学会等を通じた医療機関等への協力要請 －実施医療機関のリスト化・周知－オンライン診療可能な医療機関の周知
・森林組合等への協力要請や企業への要請等に着手⇒舌下免疫療法の治療薬を25万人分/年→（５年以内）100万人分/年に増産【厚生労働省】
・治療法・治療薬の開発に資する大学や国立研究機関等での研究開発等を支援【文部科学省・厚生労働省】
●花粉症対策製品など
・花粉対策に資する商品に関する認証制度について、関連業界と連携し、消費者への認知拡大、認証取得製品（網戸、衣服等）の拡大・普及の推進【経済
産業省】
・スギ花粉米の実用化に向け臨床研究等を実施【農林水産省】
●予防行動
・花粉への曝露を軽減するための花粉症予防行動について、自治体、関係学会等と連携して広く周知【環境省・厚生労働省】
・花粉曝露を軽減する柔軟な働き方等、企業等による従業員の花粉曝露対策を推進する仕組みの整備【経済産業省】

●スギ花粉の飛散防止
 効率的な散布技術の開発、薬剤の
改良を進めるなど、スギ花粉の飛散防
止剤の開発を促進し、５年後に実用
化の目処を立て、速やかに実行するこ
とを目指す【林野庁】



２．解決する社会課題・背景／現状
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＜背景／現状＞
〇花粉飛散量の観測方法には、ガラス版に付着した花粉を顕微鏡で人が数えるダーラム法、空気を吸引し
空中の花粉を計測する自動観測機器を使用する方法がある。環境省では、全国24か所を対象として、
正確性、統計の継続性の観点から自動観測機器ではなく、ダーラム法を用いたスギ・ヒノキ花粉の実測
調査の公表を行ってきた。日本で一般的に花粉観測方法として普及されている方法は、ダーラム法によ
る観測であり、ダーラム法による花粉観測は、スギ・ヒノキ等、花粉の種類を区別できるという利点がある
一方、観測に多くの時間と労力がかかる※。
（※）ダーラム法は、ワセリンを塗ったスライドガラスを屋外に1日置き、付着した花粉の個数を顕微鏡を
通じて目視で数える方法。「スギの花粉」「ヒノキの花粉」「その他の植物の花粉」「ゴミや塵」等を区別して
記録を行っている。

○ダーラム法の請負事業者においては高齢化等が進み、後継者不足が深刻化し、その影響により人材不
足となっている。

○過去には花粉の自動計測器を用いた観測手法が開発されていたが、誤差が生じていた。このため、ダーラ
ム法が併用されている。

○現在はAI技術やリモートセンシング技術の進歩がめざましくこのため上述したような省力化、・高度化を図
り、｢労力低減｣｢人材不足解消｣等を目指し、新たな花粉飛散観測手法を開発する事が求められてい
る。

ダーラム法による花粉飛散量観測の流れ

○AI技術やリモートセンシング技術を活用した花粉観測技術の開発により、花粉飛散量の観測における人材不足・後継者不足が解消され、今後も継続的
かつより正確な花粉飛散量の観測が可能になる。これは、花粉予防に必要な情報の充実に繋がる。

○それらの観測データや疫学調査等を活用し、より効果的に花粉症予防行動につなげることで、花粉症患者による日常生活への悪影響を減少させるとともに、
将来の花粉症発症リスクを軽減し、例えば現行より多種の花粉情報の提供や、花粉情報発表時期の早期化につなげることで、花粉による日常生活への
影響が最小限となるような、効率的な予防、治療行動に寄与する。

＜BRDGE事業での取組＞

スライドガラス

ワセリンを塗ったスライド
ガラスを屋外に１日置く

付着した花粉の個数を
顕微鏡を通じ目視でカ

ウント

データ収集・整備



３． 研究開発等の内容・社会実装の目標（案） 
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【社会実装の目標】
〇本事業終了時点で、花粉飛散量の効率的な観測技術を確立させる（AI技術やリモートセンシング技術等の活用を想定）。これにより時間と労力が軽
減され、観測事業の後継者確保に資するとともに、より多くの地点で迅速に飛散量を把握することが可能になる。

○スギ・ヒノキ等の分布・生育情報等を把握する事で、網羅的、全国的に花粉飛散の原因植物の分布を把握し、ナッジ等を活用した情報発信を行う。
（衛星データやドローン空撮情報等のリモートセンシング技術の活用を想定）

〇本事業により確立された手法は、医療機関、気象情報会社、健康経営に取り組む企業等による活用が見込まれる。
○将来的には、リモートセンシングによりリアルタイムの飛散情報が獲得できるようになり、それと花粉症の発症・予防等の疫学情報を得ることで、より効果的な
花粉症予防行動に繋げることで、医療費の削減に寄与することも想定される。

【提案内容】

現状：目視での観測
テーマ①：効率的な花粉観測手法の検討
(AI技術・リモートセンシング技術の活用などを想定)
・現在存在する花粉観測手法や観測範囲の実態を調査
・画像解析手法の精度に関する科学的評価方法の整理

テーマ②：スギ・ヒノキ雄花着花量調査及び
その他の花粉症原因植物の分布調査手法の検討
（リモートセンシング技術の活用などを想定）

・活用可能なリモートセンシングデータの整理
・リモートセンシングを用いたスギ・ヒノキ雄花着花量調査及びその他の
 花粉症原因植物の分布調査に必要な技術及び課題の整理

R６年度 ①②について検討・提案

テーマ③：花粉飛散量と花粉症発症率・重症度との関係性の基礎
的調査及び花粉飛散量観測データを効果的な予防行動
に繋げるための情報発信手法の検討

・時間と労力の削減
・観測地点の増加
・花粉予測精度の向上
（多地点の飛散開始日、
飛散終了日の発信等）

により、精度の高い活動拠点の
花粉飛散状況の把握が行われ
ることで、より効果的な
花粉症予防行動に繋げる



テーマ名 実施内容概要
到達目標（KPI）

R6年度実施内容
到達目標（KPI）

R7年度実施内容
到達目標（KPI）

R8年度実施内容
到達目標（KPI）

①効率的な花粉観測手法の
検討

・花粉飛散量観測手法の確
立（AI技術・リモートセンシグ
技術を用いることを想定）
・各地の観測地点（地域医
療機関等）のデータを収集・
解析するシステムの開発、試
行的運用開始

・現在存在する花粉観測手法
や観測範囲の実態調査
・持続可能な観測手法の提案
・実装時に想定される観測地点
数、観測回数の検討・提案

・R6で検討した花粉観測手法
の開発及び一部地域での試行
的実施
・各観測地域のデータを収集・
解析するシステムの設計、試行
的運用
（パイロットスタディA、オンシーズ
ン、様々な気象状況を考慮した
検証を含む）
・時間・労力の削減量の測定

・パイロットスタディAを踏まえた花
粉観測手法の調整（オンシー
ズン）
・精度向上のための検討、検証
・観測マニュアルの作成

②スギ・ヒノキ雄花着花量調
査及びその他の花粉症原因
植物の分布調査手法の検討

・スギ・ヒノキ雄花着花量調査
及びその他の花粉症原因植
物の分布調査手法の開発、
花粉症原因植物の分布調査
結果に係る一般へのデータ提
供（リモートセンシング技術の
使用を想定）

・活用可能なリモートセンシング
データの整理、検討
・リモートセンシングを用いたスギ・
ヒノキ雄花着花量調査及びその
他の花粉症原因植物の分布調
査に必要な技術及び課題の整
理、検討

・R6で検討した手法を用いた、
花粉症原因植物の分布調査
及び雄花着花量調査の一部地
域における実施及び検証
・調査地域、期間、結果公表
時期の検討

・花粉症原因植物の分布調査
データのオープンデータ化
・精度向上のための検討、検証
・観測のマニュアルの作成

③花粉飛散量と花粉症発症
率・重症度との関係性の基礎
的調査及び花粉飛散量観測
データを効果的な予防行動に
繋げるための情報発信手法の
検討

・花粉症発症率・重症化の低
減に資する効果的な予防行
動を促す観測データの情報発
信手法の確立

・花粉飛散量観測データを効果
的な予防行動に繋げるための情
報発信手法の検討

・花粉飛散量観測データを効果
的な予防行動に繋げるための情
報発信手法の確立、花粉症対
策リーフレットの改定
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４． 研究開発等の内容・社会実装の目標 



●想定する体制

５．想定する実施体制及び実施者の役割分担
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環境省

花粉症対策関連省庁

・林野庁（発生源対策、飛散対策）
・厚生労働省（発症・曝露対策）
・経済産業省
・国土交通省
・気象庁
・文部科学省

公募・委託 花粉観測手法等の検討にかかる研究班
（下記団体所属者をメンバーに加えることを想定）

◆花粉観測機関
◆アレルギー関連医療
◆民間気象サービス業界
◆健康経営関係団体
◆リモートセンシング技術保有企業
◆AI技術開発企業◆クラウドサービス事業者
花粉対策に取組む自治体研究機関
行動経済学の専門家
情報発信の専門家
労働生産性に関する研究者

花粉症対策に係る
有識者検討会

助言

関係府省庁

連携



６．BRIDGE終了後の出口戦略
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＜テーマ①＞
効率的な花粉観測手
法の開発（ AI技術・リ
モートセンシング技術の
活用などを想定）

＜テーマ②＞
スギ・ヒノキ雄花着花量
調査及びその他の花粉
症原因植物の分布調
査手法の開発（リモー
トセンシング技術の活用
などを想定）

・現行の地点情報よりも詳細な
活動拠点ごとの飛散量の把握
・飛散量の時間推移の把握
等による観測手法の高度化

花粉予防行動がより個別化、細分化の方向へ変容し、
・花粉症発症者のQOLの向上

・医療費の削減、労働生産性の向上
・将来の花粉症発症リスクの軽減

につながる

●BRIDGE終了後の出口戦略
〇花粉飛散量調査におけるAI技術やリモートセンシン
グ技術による観測手法を用いることで、より多くの地
点で迅速に花粉飛散量を測定することが可能にな
る。その結果、より正確な花粉飛散量の把握を行う
事ができる。

○スギ・ヒノキの着花量のほか、花粉症原因植物などの
分布・生育情報等を衛星データ等から判別して提
供する手法を開発することで、網羅的、全国的に花
粉飛散の原因植物の分布を把握し、花粉症対策
に繋げることが期待される。

〇本事業により、国民が花粉情報をリアルタイムに獲
得できるようになり、花粉症の発症・予防等の疫学
情報を得てより効果的な花粉対策に繋げることで、
医療費の削減等に寄与することが期待される。

〇最終的に、花粉症を発症していない人でも活動拠
点の花粉情報を把握し予防することにより、将来の
花粉症発症リスクを軽減し、結果的に国民全体の
花粉症患者の減少につながる。

信頼性のある花粉情報の
安定した提供

＜テーマ③＞
花粉飛散量観測データを
効果的な予防行動に繋げ
るための情報発信手法の
研究開発

注意喚起を個別化、
位置情報と連携した
花粉情報の発信

・花粉調査技術の簡便化
・後継者不足の解消

花粉調査技術が簡便
化することで、花粉調査
事業への新規参入がし
やすくなり、公的事業に
頼らずに信頼性のおける
情報を手に入れることが
できるようになる
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